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「コンテクス ト転換のマネジメン ト
一組織ネットワークによる 「止揚的融合」と 「共進化」に関する研究－ 」
Ⅰ　本論文の構成
企業における知識を中核とする経営資源を「コンテンツ」（contents）と呼ぶとすれば、
コンテンツの意味や価値は、それらを取り巻く様々な前後関係としての文脈、すわなち、
コンテクスト（contexts）によって定められるのである。コンテクストの転換を促進し、
効率性、創造性を向上させるような知識社会における企業のマネジメントのあり方を探求
する必要がある。イノベーションの源泉であり基盤というべき、「コンテクスト転換のマネ
ジメントの意義と方法」を、組織ネットワークによる「止揚的融合」と「共進化」に関す
る研究によって明らかにすることが本研究の課題である。
論文の構成は、次の通りである。
序章　知識社会におけるマネジメントの基本的課題
1．研究の背景と意義
3．研究課題と方法・構成
第1部　理論的考察
2章　理論的基盤の検討
1．組織生成理論
3．組織学習理論
5．コンテクスト（文脈）理論
2．新しいマネジメントの必要性と条件
2．ネットワーク組織理論
4．知識創造理論
3章　組織ネットワークの構築と進化～ネットワークによる経営革新～
1．企業の競争力と協働行為　　　　　　　2． 「組織的解釈システム」の変革
3．産業社会の成熟化と止揚的融合による変革
4．組織ネットワークと環境・技術の共進化関係
5．組織ネットワークとコンテクスト転換
第2部　実証的考察
4章　コーポレートガバナンスと知の統合
1．コーポレートガバナンスの歴史的意義　　2．統治構造としてのガバナンス
3．コーポレートガバナンスによる知の統合
5章　企業グループの生成・進化とコンテクスト転換
1．企業グループの生成プロセス　　　　　　2．「戦略型グループ経営」への転換
3．グル⊥プシナジーの創出　　　　　　　　4．グループ経営本部の新しい役割
5．企業グループの共進化プロセスとコンテクスト転換
6章　企業間連携の生成・進化とコンテンクスト転換
1．中小企業の異業種交流と融合
2．大企業の企業間連携によるコンテクスト転換
3．中小企業と大企業による企業間連携とコンテクスト転換
第3部　総括的考察
7章　コンテクスト転換のマネジメント
1．企業経営のパラダイム変革と知の共進化
2．ビジネスモデルの進化とコンテクスト転換
3．マルチ・コンテクスト転換への展開
4．マルチ・コンテクスト転換による経営変革
終章　グローバル時代の企業と社会のメタ・コンテクスト転換
1．知識ネットワーク社会におけるパワーイノベーション
2．グローバル化時代における企業の社会性と個性
3．21世紀のエクセレントカンパニー
Ⅱ　本論文の概要
本論文の章ごとに概要を整理すると、次の通りである。
序章　知識社会におけるマネジメントの基本的課題
知識社会環境の下で、新しいマネジメントの目標は、持続的な「知的生産性の革新」に
あるといえる。企業における創造性と効率性の両者の融合（crossfertilization）を共に内
に含んだ形で、新しい編成原理を創出するという「止揚的融合」（syntheSizingfusion）を
し、両者が共進化（coevolution）しながら融合するという、「コンテクスト転換のマネジ
メント」の構築が、知識社会のエクセレント・カンパニーを作り出す。
このような考え方を研究するために採用する研究方法として、最初に、コンテクスト転
換のマネジメントに関する「理論的な基盤」を考察する。次に、そこでの検討結果を踏ま
えながら、主として多様な事例研究に基づく、「実証的な考察」を展開する。さらに、最後
に、それらを統合することを目的とした「総括的な考察」をしている。
こうした研究方法は、多様な事象を記述、説明することを通じて、コンテクスト転換の
マネジメントという、新たなマネジメントの視点とその全体像を明らかにしようと試みる
という意味で、伝統的な意味での仮説検証型アプローチ、仮説発見型のアプローチ、要素
還元的な「分析的なアプローチ」（an analytical approach）などではなく、全体をして全
体を語らしめようとする、「ホーリスティックなアプローチ」（an holistic approach）で
ある。
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第1部　理論的考察
2章　理論的基盤の検討
コンテクスト転換のマネジメントの前提となる、いくつかの重要な分野における主要な
先行研究を中心に、理論的基盤を検討している。先行研究には、組織生成理論、ネットワ
ーク組織理論があり、組織の環境適応・創造として組織学習理論、知識創造理論がある。そ
れらに組織の解釈プロセスとしてコンテクスト（文脈）理論がある。
先行研究の結果、コンテクストの構成要素は、認知の前提ないし価値的側面を示す「価
値的文脈情報」、認知の対象となる主体に関する「主体的な文脈情報」、認知の主体間の関
係づけに関する「関係的文脈情報」に分けることができた。
本研究における「コンテクスト」は、「ある情報・知識（X）に意味・価値（S＆Ⅴ）を与
えるための認知上の枠組み（Y）」であると定義している。コンテクストは、次の図表の通
り、価値的文脈情報（yl）、主体的文脈情報（y2）、関係的文脈情報（y3）で構成される。
すなわち、意味・価値（S＆Ⅴ）は情報・知識（コンテンツ）（Ⅹ）とコンテクスト（Y）によ
って規定され［S＆Ⅴ＝f（X，Y）］、コンテクストは価値的文脈情報、主体的文脈情報、関係
的文脈情報によって決まる［Y＝g（yl，y2，y3）］ということである。
各文脈情報を、先行研究よりも拡張し、次のように捉えている。
「価値的文脈情報」は、現在の状況や比較すべき対象に関するメタ的な価値的側面に関
する情報である。「主体的文脈情報」は、主体の社会的、経済的、文化的などの主要な属性
に関する情報である。「関係的文脈情報」は、対象としての主体間の関係に関する情報であ
る。本研究では、各文脈情報の概念を統一するために、「価値的コンテクスト」「主体的コ
ンテクスト」「関係的コンテクスト」に置き換えている。
ここでネットワークに参加する多様な参加者が既存のコンテクストを共有し、さらに進
んで参加者の相互作用を通じて、異なるコンテクストを融合し、新たなコンテクストを創
造することを「止揚的融合」と定義している。新たなコンテクストの転換をし、創造する
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ことによって、より高度で多様な意味・価値（コンテンツ）をできる限り迅速に創造するこ
とが、コンテクスト転換のマネジメントの主目的であると考えている。
3章　組織ネットワークの構築と進化～ネットワークによる経営革新～
本研究の最終課題である「コンテクスト転換のマネジメント」を考察するための前提と
して、環境適応行動としての「組織ネットワーク」、産業社会の成熟化下の変革としての「止
揚的融合」、組織ネットワークと環境・技術の「共進化」という主要概念の考察を行ってい
る。
ここで「組織ネットワーク」とは、形態や構造としてのネットワーク組織論の動態化を
めざし、ダイナミックなネットワーキングのプロセスを意味している。複数のネットワー
クが相互に作用しあう中で止揚的に融合し、それぞれのネットワークが互いの機能や構図
を相互形成的に変革することを「共進化」と呼んでいる。
多くの事例から、組織ネットワークによる情報や知識の止揚的融合は、高度な機能別分
業の壁を打破し、すなわちコンテクスト（とりわけ認知の対象間の関係付けに関わる関係
的コンテクスト）の転換によって、マクロ的視点での効率的な業務処理を可能にしている
ことを説明している。
第2部　実証的考察
個別企業内部の特定局面を引き出して、組織ネットワーク、止揚的融合、共進化を論証
したが、第2部では、コーポレートガバナンス、企業グループ、さらに企業間連携という
個別企業外部の組織に視点を移し、コンテクスト転換のマネジメントの可能性を検討して
いる。
4章　コーポレートガバナンスと知の統合
コーポレートガバナンスが単なる株主あるいはその代理人による経営者の規律付けを超
えて、さまざまなステークホルダーが持つ異質で多様な知識を統合する開かれたメカニズ
ム（統治機構）として機能すべきことを論じている。同時に統治機能としてのコーポレー
トガバナンスが、知のコンテクスト転換という機能を持っていることを指摘している。論
者が中心となり過去2度実施した実態調査から得られた知見をもとに考察が加えられてい
る。
日米のコーポレートガバナンスの比較をした後、21世紀型の重層的・複雑な統治メカニズ
ムの条件として、狭義のガバナンス（透明性、多様性、社会性のトライアングル）とマネ
ジメント（戦略性と俊敏性）との「共進化性」を提言している。
5章　企業グループの生成・進化とコンテクスト転換
日本の大企業にみられる「企業グループ」の生成と進化のプロセスを取り上げている。
企業グループも複数企業によって構成される。これは、ある種の「組織間ネットワーク」
であり、かつ知識の共進化を生み出すための仕組みと捉えなおすことができ、新たなグル
ープ経営によるコンテクストの転換機能の強化が求められていることを論じている。
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伝統的関係会社管理から戦略型グループ経営への転換には、グループドメインの明確化、
グループ統合戦略の策定、分散と統合のダイナミズムが不可欠である。戦略型の連邦組織
移行過程で、企業グループの再定義の重要性、業務学習・組織学習・メタ学習という3つ
のタイプの異なる組織学習の共進化の促進は、ネットワーク型協働によるグループシナジ
ーを積極的かつ能動的に作り出す。このダイナミックな協働のメンバーの広がりこそ、主
体的コンテクストを中心としたコンテクスト転換であり、また、それら構成メンバーが広
がったという意味で、関係的コンテクストを中心とするコンテクスト転換と捉えることが
できると考えている。
6章　企業間連携の生成・進化とコンテクスト転換
企業間の3つの連携、中小企業の異業種交流と融合、大企業の技術開発を中心とした企
業間連携、中小企業と大企業による企業間連携をとりあげ、いずれも「ネットワーク組織」
をそなえており、知の共進化を目指す点でも、同様の目的をもち、それぞれのレベルでの
企業間連携が、コンテクスト転換という役割を担っていることを明らかにしている。
例えば、異業種交流は、企業グループを超えた組織を形成した場の拡大であり、情報交
換や企業訪問によって、価値的コンテクストと関係的コンテクストを中心とするコンテク
スト転換といえる。さらに、自社の置かれている立場の根本的な再検討を迫ることになる
ので、同時に主体的コンテクストを中心としたコンテクスト転換でもある。異業種交流は、
オープンなコミュニケーション（情報の交換）、相互利用による信頼の構築、さらに価値の
共有の実践としての協働の3段階が理想形であるが、これが可能になるには、そこに参加
するするメンバーの機動的で柔軟なコンテクストの転換が不可欠であると考えている。
第3部　総括的考察
第3部の総括的考察は、寺本氏の研究方法である多様な事象を記述・説明することを
通じて、コンテクスト転換のマネジメントという、新たなマネジメントの視点とその全座
像を明らかにしようと試みている。この方法は、全体をして全体を語らしめようとする、「ホ
ーリスティックなアプローチ」（an holistic approach）である。
7章　コンテクスト転換のマネジメント
これまでの考察の総括として、ビジネスモデルの進化とコンテクスト転換の関係を論
ずると共に、新たに「マルチ・コンテクスト転換」と呼ぶべき統合的なマネジメントモデル
を提示し、カルロス・ゴーン社長を中心とする、日産自動車の事例でその適用可能性を検
証している。
21世紀の経営環境の構造的変化を、市場構造、競争構造、技術構造、さらに制度構造の
観点から整理し、この構造的変化に対応したビジネスモデル全体構造を描いている。ビジ
ネスモデルを、顧客をベースにしたビジネスコア（コアバリュー、バリューパートナー、
コアプロセス、コアコンピタンス）とマネジメントコア（組織構造、管理システム）と考
え、この接点にいるのがコア人材であると考えている。ビジネスモデルの進化には、ハー
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ドウエアとソフトウエアを組み合わせ、これをサービスでパッケージ化し、さらにネット
ワーク上で多重利用するというモデルがあり、各世代の進化にかかわりを果たしているの
がコンテクスト転換であると考えている。
このようなビジネスモデルの進化を実践するにあたり、経営理念などの「価値の転換」
は、新たな価値にふさわしい人材像を求めて「主体の転換」を促進し、主体が替わること
によって当事者間の「関係の転換」が行われ、新しい選択が創造される。これが、「止揚的
融合」を通じたマルチ・コンテクスト転換を実施するプロセスである。
この具体的実践を日産自動車のカルロス・ゴーン改革で次のように説明している。
①価値転換：売上重視から利益重視へ、単純なもの志向型から顧客価値指向型へ
②主体転換：ルノー主体ではなく日産人材主体、カムバック社員の再雇用
③関係転換：系列会社との関係転換、縦割り組織からCFT導入による横割り組織への転換
日産社内の個人間、部門間、日産を取り巻く外部の多様な外部主体間（顧客を含む）の相
互作用プロセスのおける止揚的融合を通じた共進化関係の構築を促すものといえる。
これらの検討を整理し、寺本氏は下記のようにマルチ・コンテクスト転換モデルを提示し
ている。
終章　グローバル時代の企業と社会のメタ・コンテクスト転換
これまで扱ってきた企業レベルのコンテクスト転換から、企業と社会の関係におけるマ
クロなレベルの「メタ・コンテクスト転換」を論じている。知識社会（知識ネットワーク社
会）におけるパワーの機能と構造の転換を考察するとともに、グローバル化時代における
企業の社会性を考察し、21世紀の優れた企業のあり方につき展望し、今後のコンテクスト
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転換のマネジメントを考察している。
Ⅲ　評価
1．本論文の特徴と成果
情報通信技術の飛躍的発展、特にインターネット活用の浸透により、工業化社会から知
識社会に急速に変化している。このような状況下で21世紀の企業は、「コンテクスト転換
のマネジメント」こそ重要であるという結論に達している。この結論に至るプロセスを概
括し、いかなる成果を生み出しているかを整理すると、次のようになる。
①　経営資源としてのコンテンツとコンテクストとの関係
企業における知識を中心とする経営資源を「コンテンツ」と呼ぶと、コンテンツの創造・
革新が経営の直接的課題になり、さらにコンテンツの意味や価値は、それらを取り巻く様々
な前後関係としての文脈（コンテクスト）に依存する。そこでコンテンツ自体の創造・変革
以上に、コンテクストをいかに状況に応じて転換して聞くかが重要な意味を持つ。この概
念の導入により、新たな企業イノベーションの視点を導き出している。
②　先行研究とコンテクスト創造（止揚的融合）
先行研究を組織生成理論からコンテクスト理論まで概観し、コンテクストを「ある情報・
知識に特定の意味・価値を与えるための認知上の枠組み」であると定義し、コンテクスト転
換のマネジメント、すなわち価値的コンテクスト、主体的コンテクスト、関係的コンテク
ストなど異なるコンテクストを融合し、新たなコンテクストを創造（止揚的融合）こそ、
知識社会の新たな事業の創造を促すと整理し、環境変化に対応した広義の組織論の体系化
と将来展望を明確にした。
③　組織ネットワークと共進化
企業内・企業間などの組織間の協働を通して、「組織ネットワーク」が構築され、複数の
組織の異なる機能・要素の止揚的融合によって情報・知識の共有化が促進され、生物の進化
のように「共進化」関係が持たれることを明確にしている。この組織ネットワークを介し
て実現する共進化の具体例を、市場と生産現場、環境と技術、市場と顧客、人間系と機械
系で解明している。また、組織ネットワークによって、止揚的融合や共進化が進むために
は、意味の異質性を許容する柔らかい構造と「価値連鎖」を創るダイナミズムなプロセス
などが不可欠であることを明確にし、スピード経営時代に相応しい示唆を与えている。。
④　背景にあるコンテクスト転換の効果
コーポレートガバナンス（統知）機構、企業グループ、さらに企業間連携を事例に、組
織の持っている知のネットワークが、相互に働きかけて、コンテクスト転換があり、止揚
的融合と共進化によって、各組織や組織ネットワークがイノベーションをしていること明
確にしている。コンテクスト転換のプロセスを適用することによって、迅速かつ効率的に
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ビジネスモデルを進化させ、企業の多くの局面でイノベーションが行なえることを明確に
した。
⑤　マルチ・コンテクスト転換による知識創造型の企業車デル提示
コンテクスト転換を個別的事例や組織で明確にするだけではなく、マルチ・コンテクスト
転換という統合マネジメントモデルを提示していることによって、情報消費型経営から知
識創造型経営への転換という、共進化の可能性とその課題を提示している。
不確実性の高い21世紀に、Plan－Do－Seeではなく、Think－Do－See－Planの重要性
を主張し、「計画的な成長」から「実験と機動」という創発的進化への転化が不可欠である。
このために、企業経営の環境である市場構造・競争構造・技術構造・制度構造の急速な変化を
個別に捕らえるのではなく、個別構造の変化が他の構造の変化を誘発し、その相互作用が
さらに大きな構造的変化を引き起こすというように、全体的、総合的な変化として捕らえ
るべきことの主張は、ビジネスモデルの変革に多くの示唆を与える。
特に、日産自動車のカルロス・ゴーン改革を、コンテクストの価値転換・主体転換・関係
転換という観点から解明している。他社が表面的な改革を行っても成功しないのは、マル
チ・コンテクスト転換を同時並行的に行っていないことが要因であることを明確にするこ
とによって、疲弊した日本企業の経営改革成功のシナリオを具体的に提示している。
2．本論文の課題
本論文の特徴と成果は指摘した通りであるが、次のような課題を指摘することができる。
①　理論的考察において、寺本氏は広くかつ深い研究成果を感じられる。ただし、余りも
多くかつ新しい用語の定義が次々とでてくるが、複数回でてくる定義自体が進化し、論者
の意図が伝わらないことがある。例えば、「価値的文脈情報」「主体的文脈情報」「関係的文
脈情報」を、「価値的コンテクスト」「主体的コンテクスト」「関係的コンテクスト」に置き
換えている。また、「価値転換」「主体転換」「関係転換」がある。定義が同一なのか、同一
であればなぜ用語を変更するのかなど、若干理解しづらい。
②　組織ネットワークによる「止揚的融合」と「共進化」に関する研究というサブタイト
ルにあるが、「止揚的融合」と「共進化」という並列概念だけではなく、「止揚的融合」に
よる「共進化」という文言が多く出てくる。概念的に密接な関係があると論じているが、2
つの概念が類似用語に感じる部分がある。
③コンテクストと近似概念であると思われるパラダイム、フレームワークとの相違がまっ
たく触れられていない。コンテクスト創造の理論的経緯があるはずではないのかという疑
問が残る。
④コンテクスト転換には、「時間軸」概念が企業の長期持続的成長に必要なのではないか。
事例として説明されている案件で、時間軸を考えると異なる結論が出てくる可能性もある。
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Ⅳ　博士学位申請論文に関する結論
寺本氏の博士学位申請論文「コンテクスト転換のマネジメント一組織ネットワークによ
る「止揚的融合」と「共進化」に関する研究－」は、企業マネジメントの世界に、初めて
「マルチ・コンテクストの転換」という概念を理論構築した。知識社会になると、人間や
物に直接的に働きかけるよりも、知を生み出すその関係性（コンテクスト：文脈）に働きか
けることが企業のマネジメントに必要であり、コンテクスト転換のマネジメントの事例の
検証により、実践的適用可能性を明確にした。寺本氏の35年以上にわたる研究活動を集大
成し、新たなマネジメントの理論的枠組みを提言した研究論文である。指摘したような若
干の課題はあるが、審査員全員が、博士学位申請論文に相応しい論文であると判断した。
2005年4月15日
博士学位申請論文審査委員会
主査　早稲田大学大学院教授　商学博士（早稲田大学）　松田修一
副査　早稲田大学大学院教授　学術博士（早稲田大学）　　山田英夫
委員　一橋大学大学院教授　Pb．D（カけオルニア大学／ヾ－ルー校）
委員　早稲田大学大学院教授　学術博士（早稲田大学）
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